
北海道における洋上風力の可能性及び

促進区域指定に向けた道の考え方について

令和元年１２月

北海道経済部産業振興局環境･エネルギー室

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kke/index.htm

資料３



1

１．北海道における新エネルギーのポテンシャルと導入状況

豊富な新エネルギー源

 北海道は、太陽光や風力、バイオマス、地熱、石炭といった多様なエネルギー源が豊富に賦
存し、とりわけ新エネルギーの活用に向けては全国随一の可能性がある

 エネルギーの地産地消などの取組、固定価格買取制度を契機として数多くの構想が提起

風力発電：全国１位（導入ポテンシャル量は、陸上風力で全国の53％、洋上風力(着床式)で39％を占める） ※１

中小水力発電：全国１位（導入ポテンシャル量は、全国の約10％を占める） ※1

地熱発電：全国３位（国立・国定公園を除き、傾斜掘削を行わない条件で、事業化可能量を推計） ※１

太陽光発電（非住宅）：全国２位（導入ポテンシャル量は、全国の約5％を占める） ※２

※１「再生可能エネルギーゾーニング基礎情報（平成28年度版）」（環境省）

※２「H22再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」（環境省）

シャープ苫小牧第一太陽光発電所（出典：シャープ）オトンルイ風力発電所、幌延風力発電(株)（出典：NEDO） 北海道電力(株) 森地熱発電所

＜北海道の導入ポテンシャル＞



２．道内における風力発電の状況

◆風力発電のための送電網整備実証事業
北海道北部風力送電㈱（出資：㈱ﾕｰﾗｽｴﾅｼﾞｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ等）

◇風力発電が数多く立地
全道で、既導入容量38.7万kW
（平成30年3月末）

◇洋上風力発電の導入に向けた取組
・石狩湾新港地域

２

◇北本連系設備の増強
現在90万ｋＷ（電源開発㈱及び北海道電力㈱）
（Ｈ31.3、30万ｋＷ増強（北海道電力㈱））
新エネ導入拡大には、さらなる増強が必要

◆大型蓄電システム緊急実証事業
住友電気工業㈱、北海道電力㈱
実施場所：北海道電力㈱南早来変電所(安平町)

・系統側蓄電池による風力発電募集の接続検討申込み
H30.4開始プロセス開始 優先連系希望者15社、合計容量16.2万kW
H31.2プロセス完了・天北ウィンドファーム（稚内市）

H30.5 稼働 30,000ｋW

・石狩コミュニティウィンドファーム（石狩市）
H30.12稼動 20,000kW

・一般海域における洋上風力環境アセスメント
石狩沖、檜山沖で事業者が
環境アセスメント開始

◇えりも町で複数事業者が環境アセスメント
・アールイー・パートナーズ
・日本風力開発 等



３．北海道における洋上風力のポテンシャル
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・北海道の洋上風力の導入ポテンシャルは、

着床式で全国の約39％、浮体式で25％を占め全国トップクラス！

環境省：再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報等の整備・公開に

関する委託業務報告書

■導入ポテンシャルの推計結果

出典：NEDO風況マップ



４．北海道における洋上風力の推進について
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洋上風力発電設備は部品数が多く（１～２万点）、

事業規模は数千億円に至る場合もあるため、地元産業を

含めた関連産業への波及効果が期待される。

本道において期待される効果

■経済波及効果等

・建設時における地元企業への発注

・拠点港整備

・建設後のメンテナンス業務など新産業の

創出、メンテナンス拠点の整備

・メンテナンス部品製造等関連産業の誘致

・地元資材の活用・雇用創出 etc.

■税収効果

・固定資産税、法人税等

■地産エネルギーの確保

本道の豊富な洋上風力のポテンシャルから生み出され

る新エネルギーの本州への移出を通じ、我が国全体の

エネルギーミックス実現に寄与

エネルギー基地としての北海道

■経済性確保

洋上風力は、大規模に開発できれば発電

コストが火力発電並となり経済性が確保でき

る可能性のあるエネルギー源

本道は大規模な開発が可能なポテンシャル！

■本州へのエネルギー移出

●課題

漁業者・海運関係者等先行利用者の合意形成、地域の機運醸成、系統制約 等



５．北海道における系統の状況について（１）
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・本道は、送変電設備の容量の不足が

課題。

・現在、道央圏を除いて系統の空き容

量がない状況。

・電力需要が小さく、道内だけでは

変動を吸収しきれないなど出力変動

に対する調整能力が課題。

・北海道と本州を結ぶ北本連系線の

送電容量が他の地域間連系線に比べ

て小さく、本道のポテンシャルを

全国規模で活かす基盤が未整備。

出典：北海道電力HP



５．北海道における系統の状況について（２）
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令和元年10月、電力広域的運営推進機関により、道南・道東・苫小牧エリアで電源接続案件募集プロセス開始

＜例：道南エリアにおける系統増強案＞

・スケジュール、募集要綱は現在検討中。



６．再エネ海域利用法に係る促進区域の指定に向けて（１）

7

平成３１年２月 国は、促進区域となり得る有望な区域を選定するため、都道府県に対し第1回目の情報提供を依頼

平成３１年４月 道から国に情報提供

国への情報提供希望の有無等について海域を有する８０市町村に照会し、情報提供を希望すると

回答した地域について国へ情報提供

（個々の市町村により状況が異なるため、情報は公表していない）

有望な区域の選定条件

①促進区域の候補地があること

②利害関係者を特定し、協議会(※）を開始
することについて同意を得ていること
（協議会の設置が可能であること）

③区域指定の基準に基づき、促進区域に
適していることが見込まれること

有望区域選定、促進区域指定に向けた取組の実施

※法第9条第1項に規定する協議会

構成員：経済産業大臣、国土交通大臣、都道府県知事、

農林水産大臣、関係市町村長、関係漁業者の組織する

団体、その他の利害関係者、学識経験者 等



６．再エネ海域利用法に係る促進区域の指定に向けて（２）
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本道の豊かな洋上風力のポテンシャルを活かし、我が国における再エネの主力電源化に貢献が可能となるコスト競争力が高い電源と

して、洋上風力発電の導入が促進されるよう、海域の先行利用者や地域の理解を得ながら再エネ海域利用法に基づく国による促進区域

の指定に向けて取り組む。

◆進め方

・地域の理解促進や機運醸成を諮るため、全道レベルの会議（北海道洋上風力推進連携会議：本会議）を毎年度開催する。

・促進区域指定（有望区域選定）を希望する地域に対して、合意形成等に向けた情報提供や課題整理への支援を行い、協議会の

設置につなげていく。

・毎年度の国の照会に対し、市町村に照会し必要な情報を国に提供していく。

促進区域指定に向けた道の考え方等

国への情報提供項目 確認方法等

想定する有望な区域の情報（所在地・面積・出力の量・位置情報等） 市町村への照会、既存資料、事業者の情報等により確認

促進区域の指定基準等に係る情報
(1)自然的条件 （２）港湾との一体的な利用 (3)その他

既存資料、関係機関、港湾管理者等に確認

当該区域における洋上風力発電プロジェクトの取組状況について
（１）利害関係者との調整の状況等
(2)当該区域における調査・手続きの実施状況

市町村への照会、事業者の情報等により確認

法第9条第1項に基づく協議会の設置について
(1)設置希望の有無 (2)協議会・調査に関する利害関係者の状況

市町村への照会等により確認

その他参考情報(都道府県内の関係部局の意見） 道関係各部への照会等により確認

＊海域の範囲（複数市町村または単独市町村）は、発電量等のポテンシャル、地域の意向、事業者の動向等を踏まえて道が調整の上、

国に情報提供（最終的な区域の外延等については、国における検討等の結果変更が生じる可能性有り）

国への情報提供にあたっての確認方法
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情報共有

道情報提供に係る

通知

市

町

村

促進区域の候補となる海域に係る市町村、利害関係

者等の合意形成（協議会設置や風況・地質調査への

同意、法に定める協議会における協議事項の抽出等）

に向け市町村が設置する検討の場

意向等照会

希望の有無・利害関係者等の

調整状況等について回答

北海道洋上風力推進連携会議（関係機関）

支援

（情報提供等）

６．再エネ海域利用法に係る促進区域の指定に向けて（３）

地域の連絡会議等

地域の意向集約

課題等の整理に向けた情報提供

任意の会議

機運醸成

国

法第9条に基づく協議会

設置について同意が得

られている地域等
有望区域選定

法第9条に基づく

協議会設置・協議、

国による調査 等
促進区域の指定

情報提供


